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～ 四号特例の見直し等、国の動向について ～ 

 

『脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の

一部を改正する法律案』が先日閉会した国会で可決・成立し、２０２５年度中の施行を目指

す、全建物の省エネ基準適合義務化や四号特例の範囲の縮小などがいよいよ動き始めまし

た。 

この法律案の基となった答申の中では、ＣＯ２貯蔵に寄与する建築物における木材の利用

促進のため、四号特例の範囲の縮小を含めた建築基準の見直しについて次の内容が示されま

した。 
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【小規模木造建築物等の構造安全性】 

 

①高さ１６ｍ以下の３階建ての建築物の構造計算の合理化と、これに合わせた建

築士の業務区分の見直し 

 

・階高の高い３階建ての建築物のうち、簡易な構造計算（許容応力度計算）によって構造安全性を確か

めることが可能な範囲について、現行の高さ 13m 以下かつ軒高９m 以下から、高さ 16ｍ以下かつ階

数３以下に見直す。 

・二級建築士の業務範囲について、見直し後の構造計算の区分と整合させる。 
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【小規模木造建築物等の構造安全性】 

 

②建築物の重量化に伴う安全性の確保のため、構造安全性に関する基準の整備 

 

・省エネ化等に伴って重量化している建築物の安全性の確保のため、必要な壁量等の構造安全性の基準

を整備する。 
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【小規模木造建築物等の構造安全性】 

 

③構造安全性の基準や省エネ基準への適合を、審査プロセスを通じて確実に確保

するため、建築確認・検査の対象外の範囲及び審査省略制度の対象の範囲を縮

小し、現行の非木造の対象の範囲に統一化 

 

・構造種別を問わず、階数２以上又は延べ面積 200 ㎡超の建築物は、省エネ基準への適合審査ととも

に、構造安全性の基準等も審査対象とする。 
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【小規模木造建築物等の構造安全性】 

④構造計算が必要となる木造建築物の面積規模を３００㎡まで引き下げ 

・木造建築物のうち、構造安全性の確保のために構造計算が必要となる建築物の範囲を、500 ㎡超のもの

から、大空間を有するものも含まれる 300 ㎡超のものに拡大する。 

 

⑤構造設計一級建築士が関与した小規模な伝統的構法の木造建築物等について、

構造計算適合性判定資格者が建築確認審査を行う場合の手続き等の合理化 

・伝統的構法を採用するために限界耐力計算等の高度な構造計算による安全性検証が必要となる場合で

あっても、構造設計一級建築士が設計又は適合確認を行い、構造計算適合判定資格者が建築確認審査

を行う場合には、構造計算適合性判定を要しないこととする。 
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【中大規模建築物の木造化】 

 

⑥中大規模木造建築物の防火規定の合理化（延べ面積 3,000 ㎡超を含め、あらわ

しでの木造化を可能とする） 

 

・平成 30 年改正で新たに導入した、火災時倒壊防止構造等の燃えしろ設計手法について、仕様規定の充

実を進めるとともに、消火の円滑化措置が講じられ、小割の防火区画により同時延焼範囲が制限でき

る構造や、外壁等に高い耐火性能を要求すること等により、火災時の火熱による周囲への危害を制限

できる構造などの設計法を導入する。 



 
13 

 



 
14 

【中大規模建築物の木造化】 

 

⑥中大規模木造建築物の防火規定の合理化（延べ面積 3,000 ㎡超を含め、あらわ

しでの木造化を可能とする） 

 

・階数に応じて要求性能が定められている耐火性能基準について、木造による耐火設計ニーズの高い中

層建築物に適用する要求性能の合理化を行う。 
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【中大規模建築物の木造化】 

 

⑦防火区画した部分への防火規定の適用を除外し、木造化を可能とする 

 

・木造化部分の荷重支持範囲が局所に限られ、かつ、当該部分を耐火構造の壁等で区画することによ

り、火災による火熱によって建築物が倒壊及び延焼しないよう措置することにより、当該木造化部分

を防火規定の対象となる主要構造部から除外する。 
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【中大規模建築物の木造化】 

 

⑧防火上分棟的に区画された部分を別の建築物とみなして防火規定を適用 

 

・同一敷地内における棟単位での木造化を容易にするため、高い耐火性能の壁や十分な離隔距離を有す

る渡り廊下で防火的に区画された場合、防火規定の適用についてそれぞれ別の建築物とみなすととも

に、既存不適格建築物を増築する場合等について、既存部分への防火規定の遡及適用を除外する。 
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【中大規模建築物の木造化】 

 

⑧防火上分棟的に区画された部分を別の建築物とみなして防火規定を適用 

 

・耐火建築物等を除く延べ面積 1,000 ㎡超の建築物について、他の部分と防火壁等で有効に区画された

1,000 ㎡超の耐火構造等の部分には、防火壁等は設置不要とする。 
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【中大規模建築物の木造化】 

 

⑨先導的な事業への支援 

 

・先導的な事業への財政上の支援、さらには設計者などの担い手の育成への財政上の支援等を通じ、新

たな合理化措置の普及及び建築物への木材利用の加速化を図る。 



ご清聴ありがとうございました


